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全国知事会 男⼥共同参画プロジェクトチーム
地域におけるコロナ下の⼥性への
影響と課題、取組み等について

⼭形県⼦育て若者応援部 松⽥ 明⼦

コロナ下の女性への影響と
課題に関する研究会
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全国知事会

男女共同参画プロジェクトチームの概要

山形県独自

構成県（１２県）

・リーダー ︓⼭形県（H24.8より）
・副リーダー︓茨城県
・メンバー ︓福島県・群⾺県・⼭梨県・三重県

福井県・滋賀県・兵庫県・⼭⼝県
佐賀県・⿅児島県
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

項 目 影響や課題 独自の取組み

テレワー
ク等柔軟
な働き方
の導入支
援、
在宅ワー
クの普及

• コロナの感染を予防
しながら、仕事を継
続できる環境づくり

• 企業経営者や労務管理担当者等を対象に「テレワーク導入セ
ミナー」の開催

• テレワークコーディネーター等の企業等への派遣

山
梨
県

• 働き方改革や職場環境改善支援を受けるための講師経費補助
• テレワーク導入企業等への奨励金の交付（最大40万円）

福
井
県

• 事業所に対するテレワーク導入のためのセミナーの開催等
• 在宅ワークにかかるモデル事業の実施

滋
賀
県

• テレワーク導入支援動画の作成
• テレワーク導入促進補助金の交付（国助成金の対象経費の

1/4）
• テレワーク導入セミナーの開催

群
馬
県

• テレワーク導入支援として、オンラインセミナーの開催、ハ
ウツー動画の制作・配信、関連機器整備の補助、関連機器の
貸与

山
口
県

• Withコロナの新たな働き方として、実践的なテレワークにつ
いてセミナーの開催

• テレワーク導入によるワーク・ライフ・バランスの推進とし
てシンポジウムの開催

兵
庫
県

【雇⽤や経済、働き⽅等】
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

項 目 影響や課題 独自の取組み

柔軟な働
き方の導
入支援

－

• 在宅勤務制度やリモート業務を可能にす
るための就業規則改定の社会保険労務士
派遣（無料）

• 短時間勤務やテレワーク導入等のための
個別アドバイス

• Web会議システム ライセンス無料貸出

佐
賀
県

子育て中の
就職希望
者への支
援

• 子育て就労支援センターにおいて、緊急事
態措置期間中は就職相談・職業相談ともに
利用者数が減少

• ６月以降は職業相談件数が増加傾向で、就
職へのニーズが高まっていると思われる

• 子育て就労支援センターでのオンライン相談
の実施

山
梨
県

• マザーズジョブサポート山形・庄内において、
３～５月は相談件数が減少

• 7月以降は相談件数が増加傾向

• マザーズジョブサポートにおいて電話による
相談にも対応

山
形
県

【雇⽤や経済、働き⽅等】
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

項 目 影響や課題 独自の取組み

新しい
働き方
と女性
活躍

• ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた新しい
働き方の導入と女性の活躍

• 女性活躍応援会議、企業、一般を対象に「新
しい働き方と女性活躍～コロナが変えた価値
観と働き方～」と題し講演会とトークセッション
を実施

福
島
県

• 企業の管理職等を対象に新しい働き方を進
め、多様な人材を生かす職場づくりを目指す
「ウーマノミクスで経済活性化塾」をオンライ
ンで開講

山
形
県

離職者
支援

• 新型コロナ関連での離職への対応

• 新型コロナ関連で離職を余儀なくされた県民
を正社員として雇入れた事業者に対し、奨励
金を支給（中小企業等30万円／人、大企業
10万円／人）

山
形
県

【雇⽤や経済、働き⽅等】
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

項 目 影響や課題 独自の取組み

配偶者暴力相
談支援セン
ターへの相談
状況

• 県内の配偶者暴力相談支援センターへの
相談件数は、今年1月～7月は昨年同月を
上回る傾向

• 8,9月は昨年同月を若干下回る

－
山
梨
県

• 県内の配偶者暴力相談支援センターへの
本年４月～10月の相談件数は，昨年同期
間に比べて約13.9％増加（４月は72.9％
増、５月は99.1％増）

• ＤＶ等相談窓口「With You」を５月13
日～８月12日まで設置し、ＳＮＳ・電
話による相談対応を実施

• 併せて、同窓口の広報用動画を作成
• 期間終了後は、既存の相談支援の

広報用に修正し、関係機関へ配布

鹿
児
島
県

DVや性暴力、
予期しない妊
娠への対応

• 女性相談所への相談件数が2月～5月で対
前年比平均2割程度増加

• 若年層から性行為後の妊娠を心配する相
談件数が4月～10月で対前年比約３倍増加

• 相談しやすい環境を整備するため、
DV,妊娠SOS、性暴力の3相談合同
LINE相談を6月1日から実施

三
重
県

ＤＶ対策・DV
被害者等への
支援

• 配偶者暴力相談支援センターへの相談は、
4月～5月は特別定額給付金関連の相談を
中心に若干増加。9月は前年同月比148%と
増加し、今後注視が必要

• 生活困窮等の相談窓口一覧の全戸
配布により、配偶者暴力相談支援
センターの周知

滋
賀
県

• 配偶者暴力相談支援センターまでの道中に
おける感染リスクを危惧し、必要な面談につ
ながらないケースが懸念された

• オンラインによる面接相談環境の
整備

山
口
県

【DV,性暴⼒等】
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

項 目 影響や課題 独自の取組み

ひとり
親家庭
への支
援

－
• 休校等に伴い子育てのために休業を余儀なく

されたひとり親世帯等の保護者に対する収入
減の一部の助成（助成額：4,000円／1日）

山
梨
県

• 子ども食堂が、新型コロナウイル
ス感染症の拡大防止のため休止

• 困難を抱える子育て家庭に対する
支援の機運の高まり

• ひとり親家庭や困窮家庭へ食の支援を行う子
ども食堂をはじめとした民間団体を対象に5万
円を上限とした補助制度の創設（6月補正予
算）

三
重
県

• 子育てと仕事をひとりで担うひと
り親家庭は、約40％の家庭が収入
減となるなど、特に大きな影響を
受けており、その長期化が懸念さ
れる

• 子ども食堂など、子どもの居場所づくり実施
団体の運営費補助（上限12万円／年）の対象
に食材の配布（フードパントリー）経費、及
び感染症対策経費の追加

• 収入が減少した低所得のひとり親家庭に、ひ
とり親世帯応援金（3万円）の追加給付

• 季節性インフルエンザの同時流行に備え、県
産マスク（3枚／世帯）の配布

• 生活困窮者（新型コロナ対応の生活福祉資金
の特例貸付を受けた世帯）へ県産米（60㎏／
世帯）の配布

山
形
県

【ひとり親家庭】
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

【妊婦】

項 目 影響や課題 独自の取組み

妊婦への
支援

－

• 休業した妊婦に対する、収入減の一部の助
成（助成額：4,000円／1日） 山

梨
県

• 里帰りができにくい状況

• 里帰り出産の妊婦の帰省時のPCR検査費用
の助成

• 妊婦のインフルエンザワクチンの接種向上
を図るため、市町村が助成する接種費用の
一部の支援

山
形
県
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１ 新型コロナが女性の雇用や生活等に与えた
影響・課題、都道府県独自の取組みについて

項 目 影響や課題 独自の取組み

女性への相談
窓口の周知強
化

• 自殺統計暫定値で女
性の自殺者数が前年
同月を上回る状況

• Twitterに出稿している相談窓口の周知広告について、
女性への表示回数を増やすよう、11月から広告費の男
女配分を見直し（広告費の男女比を5:5から4:6へ）

山
梨
県

自殺対策

• 8,9月の女性の自殺
者が昨年と比べて増
加

• 相談窓口啓発資材のハローワークやマザーズジョブス
テーション、男女共同参画相談室等への設置

• こころのほっと相談(心理士による対面相談)の拡充
• 自殺予防相談電話の拡充
• リスティング広告の拡充
• 知事メッセージや相談窓口の情報発信
• 県内大学等への相談窓口の啓発
• ステッカー作成による啓発

滋
賀
県

【⼥性の⾃殺者の増】

項 目 影響や課題 独自の取組み

コロナ下にお
ける女性の状
況説明

－ • 生活上の困難を抱える女性の社会とのつながりの回復
等を支援するため「困難を抱える女性のくらし・しご
とサポート事業」で実施する民生委員等向けの研修会
にて、コロナ下における女性の状況を説明

鹿
児
島
県

【その他】
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２ 全国的に実施が必要と考える施策や提案事項

項 目 具体的な内容

女性の雇用や経済について
• 不安定な雇用が多く、経済的に脆弱な状態にある女性の継

続就労に取り組む企業等への支援、マッチング強化等の事
業に対する財政的支援

都道府県別の新型コロナウイル
ス感染症に関連する解雇や雇い止
めの人数等の集計（男女別）

• 新型コロナウイルス感染症が，地域における女性の雇用や
経済に与える影響を分析する必要があるため、解雇や雇い
止めの人数について男女別の集計

ＤＶ相談窓口の多様化

• 「ＤＶ相談＋」についての継続的な運用

• ＤＶ相談ナビ「＃８００８」と内閣府性犯罪・性暴力被害
者のためのワンストップ支援センター「＃８８９１」の一
層の周知

学習指導要領内でのＤＶ・デート
ＤＶ・性暴力等に関する防止啓発
学習機会の確保

• 新型コロナによる授業時間の不足で、左記のような学習機
会を持つことが更に難しくなるが、暴力や性に関係する問
題の起こるリスクは有事にこそ高まるため、社会情勢に影
響されることなく若年層が正しい知識を身につける機会の
確保が必要



11

２ 全国的に実施が必要と考える施策や提案事項

項 目 具体的な内容

ひとり親家庭への支援情報
の伝達

• 児童扶養手当を受給していないひとり親世帯などは、市町村から
情報が届きにくく、支援制度を知らないが故に、本来支援が必要
な家庭が困窮しているケースがある。支援情報の伝達手段の工夫
が必要。

妊婦への支援

• 働く妊婦が安心して出産できるよう、事業者に対する休業等の措
置義務（新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置）
の恒久化及び休暇取得支援助成金、代替人員を確保するための経
費助成が必要

• 安心して里帰り出産のできる環境整備

女性の自殺者の増について
• 毎月の自殺者の動向・分析に関するタイムリーな情報提供(全

国・都道府県)
• 妊産婦の自殺者の把握

性暴力対策 • 24時間対応コールセンターの設置


